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研究要旨 

エイズ対策の実施状況は、一般層と個別施策層、また個別施策層の中でも青少年とそれ以外
の層（外国人、同性愛者、性風俗産業の従事者及び利用者、薬物使用者）で対策の実施状況に
差がある状況となっており、個別施策層に特化した対策は進んでいない状況だった。 
地方公共団体がエイズ対策を実施するうえで重視する事項として、「検査・相談の情報普及及
び利用促進」が多く挙げられた。また、一部の個別施策層（外国人、同性愛者、性風俗産業従
事者及び利用者）では「対象層の基本的な情報把握」も重視されており、対象へのアプローチ
が困難な層や啓発のノウハウが不足している層において、地方公共団体への情報普及や教育が
必要だと考えられる。また、地方公共団体がエイズ対策を実施するうえでの課題は、一般層と
青少年では、「予算措置が困難である」、「他の業務で多忙である」が挙げられた。地方公共団体
の経済的資源・人的資源の不足している状況が推測される。一方、青少年以外の個別施策層で
は、具体的なルートの不足、対象層へのアクセスの困難、対象層の情報や理解の不足が課題と
して挙がり、エイズ NGO のもつ個別施策層に対するネットワークの活用や個別施策層に関する
情報や介入手法の提供が求められていると考えられる。 
地方公共団体におけるエイズ NGO との連携の経験については、56.4%の地方公共団体が連携経
験がある結果だった。更に、連携経験がある地方公共団体のうち 65.3%が 3年以上継続して連携
を続けており、連携経験がある地方公共団体の多くが継続してエイズ対策に NGO 連携を役立て
ている傾向があり、その効果が確認された。また、エイズ NGO と連携して個別施策層向けのエ
イズ対策を実施している地方公共団体は 38.3%であり、そのうち、同性愛者向け対策を実施して
いる地方公共団体は 78.4%と最多であり、特に同性愛者向けのエイズ対策において NGO 連携が
促進されている傾向があった。 
エイズ NGO と連携するうえでの課題は、「連携して実施する事業の効果が測りにくい」などの
事業実施上の具体的な問題や、「エイズNGOとの連携による効果がどの程度あるのかわからない」
などの具体的な事例、経験、情報の不足などがある。連携経験がある地方公共団体では、その
連携の質的な向上や継続が求められているが、そのなかで、これまでの問題点や利点を評価し
ていくことが必要となっている。しかし、NGO 連携は、その必要性の認識は存在するものの、具
体的な事例や指標、評価基準はそれぞれの地方公共団体ごと・事業ごとに設定されており、客
観的にその効果を示すことは困難である。そのため、これらの基準を明らかにしていく研究を
推進していくことが今後必要となると考えられる。 
エイズ NGO へ事業委託をする場合の課題は、実際の委託手続きにおける情報や事例、NPO の選
定基準などが課題として挙げられた。委託事業は、予算化や採用に大きな課題があるものの、
個別施策層向け対策や検査相談事業において、効果の高い事業展開が可能であるため、その効
果及び事業化プロセスについて評価し、事例化を進める必要がある。 
3 年間の当研究班の研究成果をもとに「HIV 検査事業連携事例集」を平成 26 年 12 月に発行
し全国の保健所を有する141地方公共団体及びエイズNGOに配布し、連携事例の普及に努めた。
今後、研修などのパッケージ化などにより、全国の地方公共団体に連携の実例を普及するため
の取組が求められる。 
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A．研究目的 
 
平成 24 年に改正された「後天性免疫不全症
候群に関する特定感染症予防指針（以下「エイ
ズ予防指針」という。）」において、「NPO/NGO
等との連携」については、「国、地方公共団体、
医療機関及び患者団体を含む NPO/NGO 等が共
に連携する」ことが提唱され、NGO との連携強
化は施策の普及を支える手法として位置付け
られているが、NGO 連携によるエイズ対策は
徐々に普及しているものの、委託経験があるの
は 3割にとどまっており、連携による対策を更
に推進する必要がある。 
本研究は、エイズ予防指針で提唱されている
「国、地方公共団体、医療機関及び患者団体を
含む NPO/NGO 等との連携」の推進に寄与するこ
と、また、NGO 連携の実態を明らかにし、その
阻害要因を明らかにすることで、地方公共団体
と NGO が連携してエイズ対策を推進に着手で
きる連携手法及び事業化手法の確立を目的と
している。 
 
 
B．研究方法 
 
1) NGO 連携によるエイズ対策の実施状況とその
効果に関する質問票調査 
地方公共団体と NGO が連携したエイズ対策
の実態を調査するため、保健所を設置している
141の地方公共団体を対象としてNGO連携によ
るエイズ対策の実施状況とその効果に関する
質問票調査を実施した。 
この調査により、NGO 連携によるエイズ対策
の実施状況と課題について明らかにすること
を目的としている。 
1-1)内容 
1-1-1)一般層及び個別施策層（青少年、外国
人、同性愛者、性風俗産業の従事者及び利
用者、薬物使用者）へのエイズ対策の実施
状況と課題 
1-1-2) NGO と連携したエイズ対策の実施状
況と課題 
1-1-3) NGO へのエイズ対策事業の委託状況
と課題 
1-2)対象 
都道府県、特別区、政令指定都市、中核市・
保健所設置市  合計 141 地方公共団体 
1-3)調査期間 
平成 26 年 8月～12 月 
1-4)調査方法 

自記式アンケート調査（質問票調査用紙は
添付資料 1参照） 
1-5)質問項目（23 項目） 
エイズ対策の実施状況と課題 
NGO 連携の実施状況と課題 
NGO への事業委託状況と課題 

5 問 
15 問 
3 問 

 
2) 「HIV 検査事業連携事例集」の作成と普及 
地方公共団体とNGOが連携した検査事業の
事例について、連携の阻害要因や連携達成の
プロセスなど、複数の地方公共団体での事例
と効果評価をまとめた連携事例集を発行し、
全国の保健所を有する141地方公共団体及び
エイズ NGO に配布し、事例の普及を行った。 
 
 
C．研究結果 
 
1) NGO 連携によるエイズ対策の実施状況とそ
の効果に関する質問票調査 
1-1）アンケート回答状況 
回答した地方公共団体の内訳は表 1のとお
りであった。 
 
表 1 アンケート回答（都市種別） 

 都市種別 
依頼先数 
(A) 
回答数 
（B） 

回答率 
（B/A） 

都道府県 47 47 100.0% 

特別区 23 21 91.3% 

政令指定都市 20 19 95.0% 

中核市・ 
保健所設置市 

51 46 90.2% 

計 141 133 94.3% 

 
1-2）集計結果 
1-2-1)エイズ対策の実施状況 
 一般層及び各個別施策層（青少年、外国人、
同性愛者、性風俗産業の従事者及び利用者、
薬物使用者）に対して、エイズ予防指針にお
いて重点的に取り組むべきであるとされる
「普及啓発及び教育」、「検査相談体制の充
実」、「医療提供体制の再構築」の 3点のエイ
ズ対策の実施状況について取り組みの有無
を尋ねた。結果は表 2のとおり。 
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表 2 エイズ対策の実施状況 （回答数：133） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜一般層＞ 
「啓発普及活動」、「検査相談体制の充実」
が9割以上の地方公共団体で実施されていた。
また、「調査研究」については、6.0%にとど
まった。 
＜個別施策層＞ 
「啓発普及活動」が青少年では 8割以上の
地方公共団体で実施されているが、青少年以
外の個別施策層では 2.3%～27.8%にとどまっ
ている。また、一般層で 94.7%の地方公共団
体が実施している「検査相談体制の充実」に
おいても、青少年で 28.6%、外国人で 15.0%、
同性愛者で 31.6%、性風俗産業従事者及び利
用者で 9.8%、薬物使用者で 9.0%と全ての個
別施策層で、一般層と比較して対策の実施率
は低かった。 
 
1-2-2）エイズ対策を実施するうえで重視す
る事項 
 
一般層及び各個別施策層に対し、エイズ対
策を実施するうえで重視する取り組みを尋
ねた。次の(1)～(11)の項目のうち、あては
まる項目を選択してもらったところ、結果は
表 3のとおり。また、一般層と個別施策層ご
とに、重視する割合が高い順に並べたものが
表 4のとおりである。 
 
・エイズ対策を実施するうえで重視する取り
組み（※表 3、表 4の（ ）の数字に対応） 
（1）対象層の状況把握 
（2）啓発資材の普及 

（3）啓発資材の配布／設置（ｱｳﾄﾘｰﾁ） 
（4）検査・相談の情報普及および利用促進 
（5）保健所職員等専門家への研修会の実施 
（6）知識・性行動・HIV 感染リスク要因等の 
行動変容に関する調査 
（7）人権の擁護および個人情報の保護 
（8）医療提供体制の充実 
（9）利用しやすい STD ｸﾘﾆｯｸの情報把握 
（10）対象層が利用する店舗経営者等への 
研修会の実施 
（11）その他 
 
表 3 エイズ対策を実施するうえで重視する取り組
み（回答数：133） 
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表 4 エイズ対策を実施するうえで重視する取り組
み（各層別上位 5項目） （回答数：133） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
薬物使用者以外の対象層では、「（4）検査・
相談の情報普及及び利用促進」が第 1位であ
り、検査相談体制の充実を重視する地方公共
団体が多い結果だった。 
また、一般層で第 6 位（表枠外）、青少年
で第 3位となっている「（1）対象層の情報把
握」は、外国人、同性愛者、性風俗産業従事
者及び利用者では第 2位、薬物使用者では第
１位であり、個別施策層対策において重視さ
れていた。また、一般層と青少年で「（3）啓
発資材の配布／設置」は第 2位、薬物使用者
で第4位となっていたが、外国人、同性愛者、
性風俗産業従事者及び利用者の場合では第 3
位であり、重視されている取り組みであると
いえる。 
 
1-2-3)エイズ対策を実施するうえでの課題 
 エイズ対策を実施するうえでどのような
課題や問題点があるかについて尋ねた。次の
(1)～(8)の項目のうち、あてはまる項目を選
択してもらったところ、結果は表5のとおり。
また、一般層と個別施策層ごとに、課題とし
て回答する割合が高い順に並べたものが表 6
のとおりである。 
 
・エイズ対策を実施するうえでの課題・問題
点（※表 5、表 6の（ ）の数字に対応） 
（1）普及啓発の具体的方法がわからない 
（2）対象層への抵抗感がある 
（3）対象層とその社会的背景についての  
理解が不十分である 

（4）対象層のコミュニティや当事者団体と 
つながるルートがない 
（5）住民の理解を得ることが困難である 
（6）庁内の合意を得ることが困難である 
（7）予算措置が困難である 
（8）他の業務で多忙である 
 
表 5 エイズ対策を実施するうえでの課題・問題点 
（回答数：133） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表6 エイズ対策を実施するうえでの課題・問題点 
（各層別上位 5項目） （回答数：133） 
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一般層と青少年層では、「（7）予算措置が
困難である」、「（8）他の業務で多忙である」
が上位を占めた。経済的資源・人的資源が不
足している状況が考えられる結果となって
いる。 
一方、青少年以外の個別施策層（外国人、
同性愛者、性風俗産業の従事者及び利用者、
薬物使用者）では、いずれも「（4）対象層の
コミュニティや当事者団体とつながるルー
トがない」が第1位であった。このことから、
具体的な対象層へのアクセスの困難が最大
の課題となっている状況が考えられる。 
また、「（1）普及啓発の具体的方法がわか
らない」は、同じく青少年以外の個別施策層
（外国人、同性愛者、性風俗産業の従事者及
び利用者、薬物使用者）で第 2 位、「（3）対
象層とその社会的背景についての理解が不
十分である」は、同性愛者、性風俗産業の従
事者及び利用者、薬物使用者で第3位だった。 
 
1-2-4)エイズ NGO との連携の状況 
1-2-4)エイズ NGO との連携の状況 
＜エイズ NGO との連携の必要性＞ 
エイズNGOとの連携の必要性について尋ね
た。結果は表 7 のとおり。72.2%（N=96）の
地方公共団体がエイズNGOとの連携が必要だ
という認識を持っていた。 
 
表 7 エイズNGOとの連携の必要性（回答数：133） 

連携の必要性 % 

必要だと思う 72.2 

必要だと思わない 1.5 

わからない 26.3 
 
＜エイズ NGO との連携の経験＞ 
エイズNGOとの連携の経験について尋ねた。
結果は表 8 のとおり。56.4%（N=75）の地方
公共団体がエイズNGOとの連携経験があると
いう結果だった。 
 
表 8 エイズ NGO との連携経験 （回答数：133） 

連携経験 % 

連携経験あり 56.4 

連携経験なし 43.6 
 
また、連携の経験の年数について尋ねた。
結果は表 9 のとおり。3 年以上の長期にわた
って連携を続けている地方公共団体は連携
経験のある地方公共団体（N=75）のなかで

65.3%であり、連携は継続して実施されてい
る傾向が伺える。また、連携経験が 1年未満
の地方公共団体も 12.0%であり、連携が新た
に開始されていることもわかった。 
 
表 9 エイズ NGO との連携年数（回答数：75） 

連携年数 % 

1 年未満 12.0 

1 年以上 3年未満 21.3 

3 年以上 65.3 

未回答 1.3 
 
＜都市種別ごとのエイズNGOとの連携経験＞ 
都市種別ごとのエイズNGOとの連携の経験
の状況を調査した。結果は表 10 のとおり。 
 
表 10 都市種別ごとのエイズ NGO との連携経験 
（回答数：133） 

% あり なし 

都道府県 53.2 46.8 

特別区 76.2 23.8 

政令指定都市 73.7 26.3 

中核市・保健所設置市 43.5 56.5 
 
都道府県が 53.2%、特別区が 76.2%、政令
指定都市では 73.7%と半数以上の地方公共団
体が連携経験を持つのに対し、中核市・保健
所設置市では 43.5%と、都市規模により連携
経験有無の割合が異なる結果となっている。 
 
＜他の地方公共団体で実施している連携事
例の把握＞ 
 他の地方公共団体で実施しているエイズ
NGO との連携によるエイズ対策の事例を把握
しているかどうかについて尋ねた。結果は表
11 のとおり。「把握している」と回答した地
方公共団体は 42.1%（N=56）であった。 
 
表 11 他の地方公共団体で実施している連携事例
の把握（回答数：133） 

把握状況 % 

把握している 42.1 

把握していない 56.4 

未回答 1.5 
 
また、他の地方公共団体の連携事例の把握
と連携経験の有無を比較した。結果は表 12
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のとおり。連携事例を把握している地方公共
団体ほど連携経験があり、連携事例を把握し
ていない地方公共団体ほど連携経験がない
結果だった。 
 
表 12 連携事例の把握と連携経験の有無 

% 
連携経験
あり 
（N=75) 

連携経験
なし 
(N=58) 

他の地方公共団体で実
施している連携事例を
把握している 

50.7 31.0 

他の地方公共団体で実
施している連携事例を
把握していない 

48.0 67.2 

未回答 1.3 1.7 
 
＜エイズ NGO 情報の所持の状況＞ 
エイズ NGO に関する情報（所在、活動内容
など）を持っているか尋ねたところ、「持っ
ている」と回答した地方公共団体は 78.2%
（N=104）、「持っていない」と回答した地方
公共団体は 21.8%（N=29）だった。 
次に、エイズ NGO 情報の所持状況と連携経
験の有無を比較した。結果は表13のとおり。
連携経験がある地方公共団体は 98.7%と高い
水準で NGO の情報を持っていた。また、連携
経験がない地方公共団体では 51.7%が NGO の
情報を持っていたが、実際の連携には結びつ
いてない状況だった。 
 
表 13 エイズ NGO情報の所持状況と連携経験の有無 

% 
連携経験
あり 
（N=75) 

連携経験
なし 
(N=58) 

エイズ NGO に関する 
情報を持っている 98.7 51.7 

エイズ NGO に関する 
情報を持っていない 1.3 48.3 

 
＜エイズ NGO 情報の入手の状況＞ 
エイズNGOの情報の入手先について尋ねた。
結果は表 14 のとおり。ホームページからの
入手が主な手段であった。 
 
 
 
 
 
 

表 14 エイズ NGO情報の入手先 （回答数：133） 

情報入手先 % 

ホームページ 71.4 

団体からの紹介 48.9 

前任者からの紹介 25.6 

自治体で独自に情報を入手 9.0 

個人からの紹介 4.5 
 
次に、エイズ NGO の情報入手について、既
に情報を持っていると回答した群（NGO 情報
所持群：N=104）と持っていないと回答した
群（NGO 情報不所持群：N=29）とで情報入手
先に差があるかどうかを調べた。結果は表 15
のとおり。両群ともホームページによる情報
入手が高い傾向にあったが、情報所持群は
「団体からの紹介」、「前任者からの紹介」に
よる情報入手も多かった。情報所持群は独自
の情報入手が可能である一方、情報不所持群
は独自での情報収集に困難があると推測さ
れた。 
 
表 15 情報所持群と非所持群の情報入手経路 

% 
NGO情報
所持 
（N=104) 

NGO情報
不所持 
(N=29) 

ホームページ(N=95) 77.9 48.3 
団 体 か ら の 紹 介
(N=65) 

58.7 13.8 

前任者からの紹介
(N=34) 

30.8 6.9 

自治体で独自に情報
を入手(N=12) 

11.5 0.0 

個 人 か ら の 紹 介
(N=6) 

5.8 0.0 

 
 次に、エイズNGO情報の入手経路について、
連携経験がある群（N=75）と連携経験がない
群（N=58）とで比較した。結果は表 16 のと
おり。NGO 情報所持有無の比較と同様、両軍
ともホームページによる情報入手が高い傾
向にあったが、連携の経験がある群は、「団
体からの紹介」、「前任者からの紹介」による
情報入手も多かった。 
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表 16 連携経験有無と情報入手先の比較 

% 
連携経験
有り 
（N=75) 

連携経験
無し 
(N=58) 

ホームページ(N=95) 78.7 62.1 
団 体 か ら の 紹 介
(N=65) 

58.7 36.2 

前任者からの紹介
(N=34) 

40.0 6.9 

自治体で独自に情報
を入手(N=12) 

13.3 3.4 

個 人 か ら の 紹 介
(N=6) 

6.7 1.7 

 
＜エイズ NGO に関して必要な情報＞ 
 エイズ NGO に関して必要な情報を尋ねた。
結果は表 17 のとおり。 
 
表 17 NGO について必要な情報 （回答数：133） 

必要な情報 % 

活動内容 94.0 

団体の活動実績 75.2 

団体の信頼性 67.7 

客観的な評価 44.4 

その他 5.3 
 
 次に、必要な情報を情報所持群（N=104）
と情報不所持群（N=29）とで差があるかを調
べた。結果は表 18 のとおり。両群とも活動
内容については高い水準で必要としていた
が、情報所持群は「団体の活動実績」、「団体
の信頼性」、「客観的な評価」についても不所
持群に比較して必要であるとした率が高く、
より具体的な情報提供を必要としている。 
 
表 18 情報所持群・不所持群間の必要な NGO情
報の比較 

% 
NGO情報
所持群 
（N=104) 

NGO情報
不所持群 
(N=29) 

活動内容 93.3 96.6 

団体の活動実績 77.9 65.5 

団体の信頼性 71.2 55.2 

客観的な評価 46.2 37.9 
 
 続いて、必要な情報を連携経験がある群
（N=75）と連携経験がない群（N=58）とで比

較した。結果は表 19 のとおり。 
 
 表19 連携経験有無と必要なNGO情報の比較 

% 
連携経験
あり 
（N=75) 

連携経験
なし 
(N=58) 

活動内容 94.7 93.1 

団体の活動実績 82.7 65.5 

団体の信頼性 73.3 60.3 

客観的な評価 45.3 43.1 
 
両群とも活動内容について高い水準で必
要としていたが、実績、信頼性については連
携経験のある地方公共団体の方が必要性を
高く認識している。基礎情報に加え、客観的
な団体の評価や実績について調査し、普及し
ていく必要があると推測される。 
 
＜エイズ NGO との連携＞ 
エイズNGOと連携して実施しているエイズ
対策の内容について尋ねた。結果は表 20 の
とおり。 
 
表 20 エイズ NGO との連携（回答数：133） 

実施内容 % 

エイズ NGO と協働したエイズ対策
（イベントや研修会の開催、共催な
ど）を実施している 

42.1 

エイズNGOにエイズ対策事業を委
託したことがある 

29.4 

エイズ施策の立案や議論の場（懇親

会やエイズ対策推進協議会）におい

て、エイズ NGO と協働している 

23.3 

 
地方公共団体のうち、エイズ対策をエイズ
NGO と連携して実施しているのは、「エイズ
NGO と協働したエイズ対策（イベントや研修
会の開催、共催など）」が 42.1%、「エイズ NGO
にエイズ対策事業を委託」が 29.4%、「エイズ
施策の立案や議論の場（懇親会やエイズ対策
推進協議会）において、エイズ NGO と協働」
が 23.3%だった。 
更に、この内容について、連携の経験年数
の違いで比較した。結果は表 21 のとおり。1
年未満の連携経験の浅い地方公共団体は、イ
ベント開催などの比較的短期又は単回の連
携が多く、3 年以上の地方公共団体では、イ
ベント開催や事業委託に加え、施策の協働で
も連携し、多彩な連携が実施されている。 
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表 21 連携経験年数と具体的な連携内容 

% 
イベント

開催 
事業
委託 
施策の
協働 

1 年未満 
(N=9) 

41.7 25.0 16.7 

1 年以上 
3 年未満 
(N=16) 

85.7 42.9 42.9 

3 年以上 
(N=49) 

82.6 65.2 47.8 

 
＜個別施策層対策におけるエイズNGOとの連
携状況＞ 
エイズNGOと連携して個別施策層向けのエ
イズ対策を実施しているか尋ねた。結果は表
22 のとおり。「連携して実施している」と回
答した地方公共団体は 38.3%（N=51）だった。 
 
表 22 個別施策層対策におけるエイズ NGO との
連携経験（回答数：133） 

実施状況 % 

連携して実施している 38.3 

連携して実施していない 60.2 

未回答 1.5 
 
連携して個別施策層対策を実施している
地方公共団体（回答数：51）へ、エイズ対策
を実施している対象層を尋ねた。結果は表 23
のとおり。 
 
表 23 エイズ NGO と連携してエイズ対策を実施し
ている対象層（回答数：51） 

対象層 % 

青少年 37.3 

外国人 13.7 

同性愛者 78.4 
性風俗産業の従事者及び利用者 7.8 

薬物使用者 0.0 
 
連携してエイズ対策を実施している地方
公共団体のうち、個別施策層においては、同
性愛者向け対策をエイズNGOと連携して実施
している地方公共団体が 78.4%であり、次い
で青少年向け対策が 37.3%であった。特に同
性愛者及び青少年向けのエイズ対策におい
て NGO 連携が促進されている傾向があった。 
 

＜エイズ NGO との連携で期待される効果＞ 
エイズ対策をエイズNGOと連携し実施する
ことで期待される効果について尋ねた。結果
は表 24 のとおり。 
 
表 24 エイズ NGO との連携で期待される効果 
（回答数：133） 

期待される効果 % 

行政ではできない活動を担う 94.0 
普及啓発の拡充 92.5 
コミュニティや当事者との関係の調整 79.7 
行政サービスの補完 43.6 
政策提言・立案への関与 26.3 
コストパフォーマンスの向上 18.8 
行政施策のチェック機能の役割 15.8 
行政の代行業務の実施 14.3 
その他 1.5 
 
NGO と連携することで期待される効果は、
「行政ではできない活動を担う」（94.0%）、
「普及啓発の拡充」（92.5%）、「コミュニティ
や当事者との関係の調整」（79.7%）が挙げら
れており、地方公共団体による直接のアプロ
ーチや普及啓発介入が困難な課題において
NGO の役割が期待されていた。一方、「行政の
代行業務の実施」（14.3%）、「行政施策のチェ
ック機能の役割」（15.8%）など地方公共団体
の業務自体の効果を選択する地方公共団体
の割合は少なく、NGO 連携の効果は地方公共
団体だけではできない対象へのアプローチ
やエイズ対策の質的な向上が期待されてい
る傾向があった。 
 続いて、NGO と連携することで期待される
効果を連携経験の有無で比較した。結果は表
25 のとおり。 
 
表 25 エイズ NGO との連携で期待される効果と  
連携経験の有無 

% 
連携経
験あり 
（N=75) 

連携経
験なし 
(N=58) 

行政ではできない活動を担う 98.7 93.1 
普及啓発の拡充 94.7 89.7 
コミュニティや当事者との関
係の調整 

82.7 75.9 

行政サービスの補完 54.7 29.3 
政策提言・立案への関与 30.7 20.7 
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コストパフォーマンスの向上 24.0 12.1 
行政施策のチェック機能の
役割 

16.0 15.5 

行政の代行業務の実施 21.3 5.2 
 
両群とも「行政ではできない活動を担う」、
「普及啓発の拡充」、「コミュニティや当事者
との関係調整」については 75.9%～98.7%の高
い水準で効果を期待しており、NGO の持つネ
ットワークや独自のスキルについて、連携経
験にかかわらず効果を期待していた。また、
「政策提言・立案への関与」や「コストパフ
ォーマンスの向上」、「行政の代行業務の実
施」など連携による政策や実践でもたらされ
る効果は、連携経験がある群が連携経験がな
い群に比べて効果を期待する傾向があった。 
 
＜エイズ NGO と連携するうえでの課題＞ 
エイズ対策をエイズNGOと連携して実施す
るうえでの課題について尋ねた。結果は表 26
のとおり。 
 
表 26 エイズ NGO と連携してエイズ対策を実施 
するうえでの課題（回答数：133） 

連携して対策を実施するうえでの課題 % 

連携して実施する事業の効果が測りにくい 46.6 
エイズNGOとの連携による効果がどの程度
あるのかわからない 43.6 

エイズ NGOの存在の把握が難しい 42.1 
連携するエイズ NGO の選考基準をつくるこ
とが難しい 36.8 

エイズ NGO と連携してエイズ対策を実施し
た経験がない 36.8 

エイズ NGOの活動実績がわからなかった 35.3 
（連携して事業を実施する際）行政とエイズ
NGOの責任範囲や役割分担が明確でない 20.3 

エイズNGOと連携するための内部手続きが
整備されていない 19.5 

行政のパートナーとなる可能性のあるエイ
ズ NGOがない 18.8 

エイズ NGO と連携する必要性の共有が困
難だった 3.8 

その他 11.3 
 
「連携して実施する事業の効果が測りに
くい」、「連携するエイズ NGO の選考基準をつ
くることが難しい」などの事業実施上の具体
的な問題、「エイズ NGO との連携による効果

がどの程度あるのかわからない」など具体的
な事例や経験の不足、「エイズ NGO の存在の
把握が難しい」「エイズ NGO の活動実績がわ
からなかった」という情報の不足、「エイズ
NGO と連携してエイズ対策を実施した経験が
ない」という具体的な経験の不足などの課題
が挙げられた。 
続いて、エイズ対策をエイズ NGO と連携し
て実施するうえでの課題を連携経験の有無
で比較した。結果は表 27 のとおり。 
 
表 27 エイズ対策をエイズ NGO と連携して実施 
するうえでの課題と連携経験の有無 

% 
連携経
験あり 
（N=75) 

連携経
験なし 
(N=58) 

連携して実施する事業の効果が
測りにくい 48.0 44.8 

エイズNGOとの連携による効果
がどの程度あるのかわからない 33.3 56.9 

エイズ NGO の存在の把握が難
しい 33.3 53.4 

連携するエイズ NGO の選考基
準をつくることが難しい 37.3 36.2 

エイズ NGO と連携してエイズ対
策を実施した経験がない 6.7 75.9 

エイズ NGO の活動実績がわか
らなかった 28.0 44.8 

（連携して事業を実施する際）行
政とエイズ NGO の責任範囲や
役割分担が明確でない 

29.3 8.6 

エイズNGOと連携するための内
部手続きが整備されていない 17.3 22.4 

行政のパートナーとなる可能性
のあるエイズ NGOがない 8.0 32.8 

エイズ NGO と連携する必要性
の共有が困難だった 2.7 5.2 

 
連携経験がある群は、「連携して実施する
事業の効果が測りにくい」、「連携するエイズ
NGO の選考基準をつくることが難しい」など
事業実施上の具体的な課題を挙げる回答が
多い結果だった。連携経験がない群は、「エ
イズNGOと連携してエイズ対策を実施した経
験がない」、「エイズ NGO との連携による効果
がどの程度あるのかわからない」、「エイズ
NGO の存在の把握が難しい」など、連携にい
たる前段階での課題を挙げる回答が多い結
果だった。 
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＜エイズNGOと連携してエイズ対策を実施す
るうえで必要な事項＞ 
エイズNGOと連携してエイズ対策を実施す
るうえで必要な事項について尋ねた。結果は
表 28 のとおり。 
 
表 28 エイズ NGO と連携して対策を実施するうえ
で必要な事項（回答数：133） 

連携して対策を実施するうえで必要な事項 % 

エイズ NGOの情報の入手 69.2 
他自治体での連携の実践事例 69.2 
エイズ NGOへ事業委託する目的の明確化 61.7 
エイズ NGO を選択する基準 54.9 
評価方法の開発 49.6 
エイズ NGOの活動への理解 31.6 
特に必要なことはない 0.0 
わからない 5.3 
その他 6.8 
 
 「エイズ NGO の情報の入手」（69.2%）、「他
自治体での連携の実践事例」（69.2%）を必要
な事項として回答する地方公共団体が多く、
NGO の情報や連携実践事例に関する情報が必
要とされていた。また、「エイズ NGO へ事業
委託する目的の明確化」（61.7%）、「エイズ NGO
を選択する基準」（54.9%）、「評価方法の開発」
（49.6%）など、事業を実施する前提での目
的の明確化や対策を担うNGOの選択基準や手
法も必要とされている結果だった。 
続いて、エイズ NGO と連携してエイズ対策
を実施するうえで必要な事項を連携経験の
有無で比較した。結果は表 29 のとおり。両
群とも、「エイズ NGO の情報の入手」、「他自
治体での連携の実践事例」、「エイズ NGO へ事
業委託する目的の明確化」などが上位に挙げ
られていた。 
 
表29 エイズ対策をエイズNGOと連携して実施す
るうえで必要な事項と連携経験の有無 

% 
連携経
験あり 
（N=75) 

連携経
験なし 
(N=58) 

エイズ NGOの情報の入手 58.7 84.5 
他自治体での連携の実践事例 68.0 70.7 
エイズ NGO へ事業委託する目
的の明確化 50.7 75.9 

エイズ NGO を選択する基準 49.3 62.1 

評価方法の開発 50.7 48.3 
エイズ NGOの活動への理解 28.0 36.2 
 
＜連携の際にエイズ NGO に求めること＞ 
エイズ対策をエイズNGOと連携して実施す
る場合、NGO へどのようなことを求めるかを
尋ねた。結果は表 30 のとおり。 
 
表 30 連携してエイズ対策を実施する場合、NGO
へ求める事項（回答数：133） 

連携の際に期待する事項 % 

当事者等のｺﾐｭﾆﾃｨとのネットワークの所持 95.5 
専門知識やノウハウ 75.9 
エイズ対策事業の実績 67.7 
エイズ NGO間のネットワークの所持 60.2 
経済的に自立していること 38.3 
専門家の関与 33.8 
法人格を持っていること 15.8 
その他 1.5 
 
NGO と連携してエイズ対策を実施する場合、
NGO へ求める事項は、「当事者等のコミュニテ
ィとのネットワークの所持」（95.5%）、「エイ
ズ NGO 間のネットワークの所持」（60.2%）な
ど、地方公共団体の持たないネットワークを
求める回答が多い結果だった。また、「専門
知識やノウハウ」（75.9%）や「エイズ対策事
業の実績」（67.7%）が挙げられ、NGO が独自
に持つ専門性や手法とそれに基づく実績も
求める回答が多かった。 
続いて、エイズ対策をエイズ NGO と連携し
て実施する場合、NGO へどのようなことを求
めるかを連携経験の有無で比較した。結果は
表 31 のとおり。両群ともに、「当事者等のコ
ミュニティとのネットワークの所持」、「専門
知識やノウハウ」、「エイズ対策事業の実績」
が上位に挙げられていた。 
 
表 31 連携してエイズ対策を実施する場合、NGO
へ求める事項と連携経験の有無 

% 
連携経
験あり 
（N=75) 

連携経
験なし 
(N=58) 

当事者等のｺﾐｭﾆﾃｨとのネットワ
ークの所持 94.7 96.6 

専門知識やノウハウ 81.3 69.0 
エイズ対策事業の実績 70.7 63.8 
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エイズ NGO 間のネットワークの
所持 65.3 53.4 

経済的に自立していること 36.0 41.4 
専門家の関与 36.0 31.0 
法人格を持っていること 18.7 12.1 
 
1-2-5)エイズ NGO への事業委託の状況 
＜エイズ NGO への事業委託の必要性＞ 
エイズNGOへの事業委託の必要性について
尋ねた。結果は表 32 のとおり。43.6%（N=58）
の地方公共団体がエイズNGOへの事業委託が
必要だと回答していた。 
 
表 32 エイズ NGOへの事業委託の必要性 
（回答数：133） 

委託の必要性 % 

委託は必要だと思う 43.6 

委託は必要だと思わない 6.0 

わからない 49.6 

未回答 0.8 
 
＜エイズ NGO への事業委託の経験＞ 
エイズNGOへエイズ対策事業を委託したこ
とがあるかを尋ねた。結果は表33のとおり。 
 
表 33 エイズ NGOへの事業委託経験の有無 
（回答数：133） 

委託経験 % 

現在委託している 21.1 
過去に委託したことがある 8.3 
委託したことがない 70.7 
 
エイズNGOへの委託経験がある地方公共団
体（「現在委託している」及び「過去に委託
したことがある」と回答した地方公共団体）
は全体の 29.4%（N=39）と事業委託は進んで
いない状況だった。 
また、委託経験を都市種別ごとに集計した
ものをグラフ 1 に示した。委託経験がある
（「現在委託している」もしくは「委託した
ことがある」の合計）と回答したのは、都道
府県 27.7%、特別区 57.1%、政令指定都市
52.6%だが、中核市・保健所設置市は 8.6%に
とどまった。 
 
 
 

グラフ 1 都市種別ごとの委託経験 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜事業委託の種類＞ 
 今年度、全国の地方公共団体においてエイ
ズ NGO に委託している事業のうち、27 地方公
共団体 39 事業を把握した。地方公共団体別
では、北海道 2 事業、関東 17 事業、中部 4
事業、近畿 12 事業、北陸 1 事業、四国 1 事
業、九州・沖縄 2事業であった（添付資料 2）。 
事業の種別、委託元の都市種別、委託先の
団体種別、事業の対象層については表 34～37
のとおり。 
 
表 34 エイズ NGOへ委託する事業種別 
（回答数：39） 

委託事業種類 回答数 

検査事業 10 

相談事業 8 

普及啓発 7 

その他 14 
 
表 35 委託元の都市種別（回答数：39） 

都市種別 回答数 

都道府県 17 
政令指定都市 12 

91.3%

47.4%

42.9%

72.3%

4.3%

10.5%

19.0%

6.4%

4.3%

42.1%

38.1%

21.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

保健所設置市
中核市

政令指定都市

特別区

都道府県

現在委託している
過去に委託したことがある
委託したことがない
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中核市・保健所設置市 1 
特別区 9 
 
表 36 エイズ NGOへ委託する団体種別 
（回答数：39） 

団体種別 回答数 

NPO法人 29 

任意団体 9 

その他 1 
 
表 37 委託事業の対象層（回答数：39） 

対象層 回答数 

一般層 24 
同性愛者 8 
青少年 2 
外国人 5 
 
＜事業委託をする場合の課題について＞ 
 エイズ NGO へ事業委託をする場合、課題と
なるのはどのようなことかを尋ねた。結果は
表 38 のとおり。 
 
表 38 エイズ NGO に対し事業委託を行う場合の
課題 （回答数：133） 

事業委託を行う場合の課題 % 

エイズ NGO への委託による効果が
どの程度あるかわからない 

59.4 

エイズ NGO を受託者として選定す
る明確な基準がない 

53.4 

エイズ NGO への委託に関する情報
が不足している 

51.9 

予算化が困難である 48.9 
エイズ NGO への委託に関する経験
が不足している 

45.9 

エイズ NGOの存在把握が難しい 34.6 
エイズ NGO への委託に関する庁内
理解が不足している 

7.5 

エイズ NGOの能力に問題がある 5.3 
エイズNGOへの委託は事業性質上
ふさわしくない 

2.3 

その他 4.5 
 
「エイズNGOへの委託による効果がどの程
度あるのかわからない」（59.4%）、「エイズ NGO
への委託に関する情報が不足している」
（51.9%）など、情報や事例が不足している

結果だった。また、「エイズ NGO を受託者と
して選定する明確な基準がない」（53.4%）、
「予算化が困難である」（48.9%）など、実際
の委託手続きにおける選定基準や資源の不
足についても課題として挙げられた。 
次に、委託経験がある群（「現在委託して
いる」もしくは「委託したことがある」と回
答した地方公共団体（N=39））とない群（N=94）
で比較した。結果は表 39 のとおり。 
 
表 39 NGO連携における課題と委託経験の有無 

% 
委託経験
あり 
（N=39) 

委託経験
なし 
(N=94) 

エイズ NGO への委託
による効果がどの程
度あるかわからない 

38.5 68.1 

エイズ NGO を受託者
として選定する明確な
基準がない 

48.7 55.3 

エイズ NGO への委託
に関する情報が不足
している 

23.1 63.8 

予算化が困難である 43.6 51.1 
エイズ NGO への委託
に関する経験が不足
している 

17.9 57.4 

エイズ NGO の存在把
握が難しい 

23.1 39.4 

エイズ NGO への委託
に関する庁内理解が
不足している 

0.0 10.6 

エイズ NGO の能力に
問題がある 

10.3 3.2 

エイズ NGO への委託
は事業性質上ふさわ
しくない 

0.0 3.2 

 
委託経験がない群は、「エイズ NGO への委
託による効果がどの程度あるかわからない」、
「エイズNGOへの委託に関する情報が不足し
ている」、「エイズ NGO への委託に関する経験
が不足している」など、情報や経験の不足に
ついて課題があると回答していた。 
 
 
2)「地方公共団体－NGO 連携による HIV 検査
事業・事例集」の作成と普及 
2-1)「地方公共団体－NGO 連携による HIV 検
査事業・事例集」の発行と配布  
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3 年間の当研究班の研究成果をもとに「HIV
検査事業連携事例集」を平成 26 年 12 月に発
行し全国の保健所を有する141地方公共団体
及びエイズ NGO に配布し、連携事例の普及に
努めた。 
 事例集では、地方公共団体が必要とする
「実践事例」「ノウハウ」「効果評価事例」を
掲載した。また、検査事業については、連携
の開始プロセスから事業の実例、効果評価結
果を掲載し、具体的な事例の紹介を掲載した。
更に、検査事業を実施している NGO への取材
から、NGO の介入による「個別施策層対策」、
「独自性の活用」、「相談スキル」、「受検の増
加」、「陽性者対応」、「利用者からの高い満足
度」などの効果についても掲載し、地方公共
団体が今後NGO連携によるエイズ対策の実施
を検討する際に役立つ情報を掲載した。 
 
2-2)地方公共団体の反応と研修の実施 
 平成 26 年 12 月の発行の後、2つの地方公
共団体からの問い合わせと依頼を受け、事例
の詳細なレクチャーと担当者向けの研修会
を実施した。 
 今後、研修などのパッケージ化などにより、
全国の地方公共団体に連携の実例を普及す
るための取組が求められる。 
 
 
Ｄ．考察 
 
①エイズ対策の実施状況 
一般層では「検査・相談体制の充実」（94.7%）、
「啓発普及活動」（96.2%）が 9割以上の地方公
共団体で実施されているが、個別施策層では青
少年の「啓発普及活動」が 82.7%と実施の割合
が高いものの、青少年以外の層ではエイズ対策
を実施している割合は少ない。また、一般層で
94.7%の地方公共団体が実施している「検査相
談体制の充実」においても、青少年で 28.6%、
外国人で 15.0%、同性愛者で 31.6%、性風俗産
業従事者及び利用者で 9.8%、薬物使用者で
9.0%と全ての個別施策層で、一般層と比較して
対策の実施率は低かった。このように、一般層
と個別施策層、また個別施策層の中でも青少年
とそれ以外の層（外国人、同性愛者、性風俗産
業の従事者及び利用者、薬物使用者）で対策の
実施状況に差がある状況となっており、個別施
策層に特化した対策は進んでいない状況だっ
た。 
 
 

②地方公共団体がエイズ対策を実施するうえで
重視する事項 
個別施策層のうち、外国人、同性愛者、性風
俗産業従事者及び利用者で「検査・相談の情報
普及および利用促進」に次いで重視されていた
のが、「対象層の基本的な情報把握」である。
対象へのアプローチが困難な層や啓発のノウ
ハウが不足している層において、対象層の情報
把握が重視されており、地方公共団体への情報
普及や教育が必要だと考えられる。また、「啓
発資材の配布／設置」は一般層、青少年で 2
番目に、外国人、同性愛者、性風俗産業従事者
及び利用者では 3 番目に重視されている項目
であり、検査相談に次いで重視されている取り
組みであると考えられる。 
 
③地方公共団体がエイズ対策を実施するうえで
の課題 
一般層と青少年では、対策の具体的な実施に
おける課題である「予算措置が困難である」が
第 1位の課題として、「他の業務で多忙である」
が第 2位の課題として挙げられた。地方公共団
体の経済的資源・人的資源の不足している状況
が推測される。 
一方、青少年以外の個別施策層（外国人、
同性愛者、性風俗産業の従事者及び利用者、
薬物使用者）では、いずれも「（4）対象層の
コミュニティや当事者団体とつながるルー
トがない」が第1位であった。このことから、
具体的な対象層へのアクセスの困難が最大
の課題となっている状況が考えられる。 
また、「（1）普及啓発の具体的方法がわか
らない」は、同じく青少年以外の個別施策層
（外国人、同性愛者、性風俗産業の従事者及
び利用者、薬物使用者）で第 2 位、「（3）対
象層とその社会的背景についての理解が不
十分である」は、同性愛者、性風俗産業の従
事者及び利用者、薬物使用者で第3位だった。 
具体的なルートの不足、対象層へのアクセス
の困難、対象層の情報や理解の不足が課題とし
て挙がっている。これらの状況から、エイズ
NGO のもつ個別施策層に対するネットワーク
の活用や個別施策層に関する情報や介入手法
の提供が求められていると考えられる結果だ
った。 
 
④NＧO情報の所持の状況 
エイズ NGO に関する情報（所在、活動内容
など）を持っているか尋ねたところ、「持っ
ている」と回答した地方公共団体は 78.2%
（N=104）、「持っていない」と回答した地方
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公共団体は 21.8%（N=29）だった。 
また、エイズ NGO 情報の所持について、連携
経験がある群（N=75）と連携経験がない群
（N=58）で比較した結果、連携経験がない地方
公共団体においても51.7%がエイズNGOの情報
を持っていたが、実際の連携には結びついてな
い状況だった。情報不足以外の連携を阻害する
要因の分析が必要である。 
 
⑤エイズ NGO との連携の状況 
＜連携の経験＞ 
地方公共団体におけるエイズ NGO との連携
の経験については、56.4%の地方公共団体が連
携経験がある結果だった。更に、連携経験があ
る地方公共団体のうち65.3%が 3年以上継続し
て連携を続けており、連携経験がある地方公共
団体の多くが継続してエイズ対策に NGO 連携
を役立てている傾向があった。 
また、連携の経験がない地方公共団体のうち、
他の地方公共団体での連携事例を把握してい
た地方公共団体は 31.0%だったが、実際の連携
には結びついていない状況があった。事例の提
供に加え、実際の事業化に結びつく、より具体
的な事例を提供する必要がある。 
 
＜連携の内容＞ 
エイズNGOと連携して実施しているエイズ
対策の内容について尋ねたところ、地方公共
団体のうち、エイズ対策をエイズ NGO と連携
して実施しているのは、「エイズ NGO と協働
したエイズ対策（イベントや研修会の開催、
共催など）」が 42.1%、「エイズ NGO にエイズ
対策事業を委託」が 29.4%、「エイズ施策の立
案や議論の場（懇親会やエイズ対策推進協議
会）において、エイズ NGO と協働」が 23.3%
だった。 
更に、この内容について、連携の経験年数の
違いで比較すると、1年未満の連携経験の浅い
地方公共団体は、まずイベント開催や事業委託
など比較的短期または単回の連携が多いこと
が示されており、3年以上の地方公共団体では、
イベント開催や事業委託に加え、施策に関する
議論の場への参画についても増加する傾向が
認められる。当初は手さぐりで具体的な事業に
おける連携を開始し、連携を継続するなかで、
その実績を踏まえ連携が質的に深化していく
という発展段階があると推察される。 
また、エイズ NGO と連携して個別施策層向け
のエイズ対策を実施している地方公共団体は
38.3%であり、そのうち、同性愛者向け対策を
実施している地方公共団体は 78.4%と最多で

あり、特に同性愛者向けのエイズ対策において
NGO 連携が促進されている傾向があった。 
次に、エイズ対策をエイズ NGO と連携し実
施することで期待される効果は、「行政では
できない活動を担う」（94.0%）、「普及啓発の
拡充」（92.5%）、「コミュニティや当事者との
関係の調整」（79.7%）が挙げられており、地
方公共団体による直接のアプローチや普及
啓発介入が困難な課題においてNGOの役割が
期待されていた。一方、「行政の代行業務の
実施」（14.3%）、「行政施策のチェック機能の
役割」（15.8%）など地方公共団体の業務自体
の効果を選択する地方公共団体の割合は少
なく、NGO 連携の効果は地方公共団体だけで
はできない対象へのアプローチやエイズ対
策の質的な向上が期待されている傾向があ
った。 
 
⑥エイズ NGO と連携するうえでの課題 
エイズNGOと連携するうえでの課題は、「連
携して実施する事業の効果が測りにくい」、
「連携するエイズNGOの選考基準をつくるこ
とが難しい」などの事業実施上の具体的な問
題、「エイズ NGO との連携による効果がどの
程度あるのかわからない」など具体的な事例
の不足、「エイズNGOの存在の把握が難しい」、
「エイズ NGO の活動実績がわからなかった」
という情報の不足、「エイズ NGO と連携して
エイズ対策を実施した経験がない」という具
体的な経験の不足などの課題が挙げられた。 
また、エイズ対策をエイズ NGO と連携して実
施するうえでの課題を連携経験の有無で比較
すると、連携経験がある群は、「連携して実施
する事業の効果が測りにくい」、「連携するエイ
ズ NGO の選考基準をつくることが難しい」など
事業実施上の具体的な課題を挙げる回答が多
い結果だった。連携経験がある地方公共団体で
は、その連携の質的な向上や継続が求められて
いるが、そのなかで、これまでの問題点や利点
を評価していくことが必要となっている。しか
し、NGO 連携は、その必要性の認識は存在する
ものの、具体的な事例や指標、評価基準はそれ
ぞれの地方公共団体ごと・事業ごとに設定され
ており、客観的にその効果を示すことは困難で
ある。そのため、これらの基準を明らかにして
いく研究を推進していくことが今後必要とな
ると考えられる。 
 
⑦地方公共団体からエイズNGOへのエイズ対策
事業委託の状況について 
地方公共団体－エイズ NGO との連携におい
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て、地方公共団体は、NGO の持つ独自のネット
ワークや専門性または手法とそれに基づく実
績への期待が高い。また地方公共団体が直接の
アプローチに困難をかかえる個別施策層向け
の対策や普及啓発事業において、NGO への委託
が有効な手法であると考えられており、NGO に
よる効果の高い事業展開が期待されている。 
エイズ NGO への事業委託の必要性について
は 43.6%の地方公共団体が必要だと思うと回
答していたが、現在委託をしている地方公共団
体は、21.1%にとどまっている。 
実際の事例については、今年度の調査におい
て、エイズ NGO に委託している事業のうち、27
地方公共団体 39 事業を把握した。地方公共団
体別では、北海道 2 事業、関東 17 事業、中部
4 事業、近畿 12 事業、北陸 1 事業、四国 1 事
業、九州・沖縄 2事業で、都市種別では、都道
府県 17 事業、政令指定都市 12 事業、中核市・
保健所設置市 1事業、特別区 9事業だった。中
核市・保健所設置市など小中規模の都市、また、
東京、大阪などの大都市圏の少ない地方では、
委託の採用は困難な状況が推察される。また、
事業は検査事業、普及啓発、相談事業が主であ
り、その対象層は、一般層対象が 24 事業、同
性愛者対象が 8事業、青少年対象が 2事業、外
国人対象が 5事業であった。事業委託では、個
別施策層向けの対策についても実施される傾
向があり、個別施策層向けの対策としても有効
な手法であることが示唆された。 
エイズ NGO へ事業委託をする場合の課題は、
「エイズ NGO への委託による効果がどの程度
あるのかわからない」（59.4%）、「エイズ NGO
への委託に関する情報が不足している」
（51.9%）など、情報や事例が不足している結
果だった。また、「エイズ NGO を受託者として
選定する明確な基準がない」（53.4%）、「予算化
が困難である」（48.9%）など、実際の委託手続
きにおける選定基準や資源の不足についても
課題として挙げられた。 
委託事業は、予算化や採用に大きな課題があ
るものの、個別施策層向け対策や検査相談事業
において、効果の高い事業展開が可能であるた
め、その効果及び事業化プロセスについて評価
し、事例化を進める必要がある。 
 
⑧連携事例の普及について 
3 年間の当研究班の研究成果をもとに「HIV
検査事業連携事例集」を平成 26 年 12 月に発
行し全国の保健所を有する141地方公共団体
及びエイズ NGO に配布し、連携事例の普及に
努めた。 

また、事例集の内容について、2 つの地方
公共団体からの問い合わせと依頼を受け、事
例の詳細なレクチャーと担当者向けの研修
会を実施した。今後、研修などのパッケージ
化などにより、全国の地方公共団体に連携の
実例を普及するための取組が求められる。 
 
 
Ｅ．結論 
エイズ対策の実施状況は、一般層と個別施策
層、また個別施策層の中でも青少年とそれ以外
の層（外国人、同性愛者、性風俗産業の従事者
及び利用者、薬物使用者）で対策の実施状況に
差がある状況となっており、個別施策層に特化
した対策は進んでいない状況だった。 
地方公共団体がエイズ対策を実施するうえ
で重視する事項は、薬物使用者以外の対象層で、
「検査・相談の情報普及及び利用促進」であり、
検査相談体制の充実を重視する地方公共団体
が多い結果だった。また、外国人、同性愛者、
性風俗産業従事者及び利用者では「対象層の基
本的な情報把握」も重視されており、対象への
アプローチが困難な層や啓発のノウハウが不
足している層において、地方公共団体への情報
普及や教育が必要だと考えられる。 
地方公共団体がエイズ対策を実施するうえ
での課題は、一般層と青少年では、「予算措置
が困難である」、「他の業務で多忙である」が挙
げられた。地方公共団体の経済的資源・人的資
源の不足している状況が推測される。一方、青
少年以外の個別施策層では、「対象層のコミュ
ニティや当事者団体とつながるルートがない」、
「普及啓発の具体的方法がわからない」などが
課題として挙げられた。具体的なルートの不足、
対象層へのアクセスの困難、対象層の情報や理
解の不足が課題として挙がり、エイズ NGO のも
つ個別施策層に対するネットワークの活用や
個別施策層に関する情報や介入手法の提供が
求められていると考えられる。 
地方公共団体におけるエイズ NGO との連携
の経験については、56.4%の地方公共団体が連
携経験がある結果だった。更に、連携経験があ
る地方公共団体のうち65.3%が 3年以上継続し
て連携を続けており、連携経験がある地方公共
団体の多くが継続してエイズ対策に NGO 連携
を役立てている傾向があり、その効果が確認さ
れた。連携の内容は、「エイズ NGO と協働した
エイズ対策（イベントや研修会の開催、共催な
ど）」42.1%、「エイズ NGO にエイズ対策事業を
委託」29.4%、「エイズ施策の立案や議論の場（懇
親会やエイズ対策推進協議会）において、エイ
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ズ NGO と協働」23.3%だった。この内容につい
て、連携の経験年数の違いで比較すると、1年
未満の連携経験の浅い地方公共団体は、まずイ
ベント開催や事業委託など比較的短期または
単回の連携が多いことが示されており、3年以
上の地方公共団体では、イベント開催や事業委
託に加え、施策に関する議論の場への参画につ
いても増加する傾向が認められる。当初は手さ
ぐりで具体的な事業における連携を開始し、連
携を継続するなかで、その実績を踏まえ連携が
質的に深化していくという発展段階があると
推察される。また、エイズ NGO と連携して個別
施策層向けのエイズ対策を実施している地方
公共団体は 38.3%であり、そのうち、同性愛者
向け対策を実施している地方公共団体は
78.4%と最多であり、特に同性愛者向けのエイ
ズ対策において NGO 連携が促進されている傾
向があった。 
エイズ対策をエイズNGOと連携し実施する
ことで期待される効果は、「行政ではできな
い活動を担う」（94.0%）、「普及啓発の拡充」
（92.5%）、「コミュニティや当事者との関係
の調整」（79.7%）が挙げられており、地方公
共団体による直接のアプローチや普及啓発
介入が困難な課題においてNGOの役割が期待
されていた。 
エイズNGOと連携するうえでの課題は、「連
携して実施する事業の効果が測りにくい」、
「連携するエイズNGOの選考基準をつくるこ
とが難しい」などの事業実施上の具体的な問
題、「エイズ NGO との連携による効果がどの
程度あるのかわからない」など具体的な事例
の不足、「エイズNGOの存在の把握が難しい」、
「エイズ NGO の活動実績がわからなかった」
という情報の不足、「エイズ NGO と連携して
エイズ対策を実施した経験がない」という具
体的な経験の不足などの課題が挙げられた。
連携経験がある地方公共団体では、その連携
の質的な向上や継続が求められているが、そ
のなかで、これまでの問題点や利点を評価し
ていくことが必要となっている。しかし、NGO
連携は、その必要性の認識は存在するものの、
具体的な事例や指標、評価基準はそれぞれの
地方公共団体ごと・事業ごとに設定されてお
り、客観的にその効果を示すことは困難であ
る。そのため、これらの基準を明らかにして
いく研究を推進していくことが今後必要と
なると考えられる。 
エイズ NGO への事業委託の必要性について
は 43.6%の地方公共団体が必要だと思うと回
答していたが、現在委託をしている地方公共団

体は、21.1%にとどまっている。事業委託では、
個別施策層向けの対策についても実施される
傾向があり、個別施策層向けの対策としても有
効な手法であることが示唆された。 
エイズ NGO へ事業委託をする場合の課題は、
「エイズ NGO への委託による効果がどの程度
あるのかわからない」、「エイズ NGO への委託に
関する情報が不足している」など、情報や事例
の不足が課題として挙げられた。また、「エイ
ズ NGO を受託者として選定する明確な基準が
ない」、「予算化が困難である」など、実際の委
託手続きにおける選定基準や資源の不足につ
いても課題として挙げられた。委託事業は、予
算化や採用に大きな課題があるものの、個別施
策層向け対策や検査相談事業において、効果の
高い事業展開が可能であるため、その効果及び
事業化プロセスについて評価し、事例化を進め
る必要がある。 
連携事例の普及については、研修などのパ
ッケージ化などにより、全国の地方公共団体
に連携の実例を普及するための取組が求め
られる。 
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添付資料 1 エイズ対策の実施状況と行政・NGO連携に関する質問票調査用紙 
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添付資料 2 平成 26 年度に把握したエイズ NGOへの委託事業一覧（39 事業） 
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